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はじめに
所得という概念は，経済学ないしマーケティングにとって非常に大切な概
念である。実際の消費者行動においても，それは最も大きな影響要因のひと
つである。しかし，あまりにそのことが自明であり過ぎるために，所得と消
費者の関係に関しては既に経済学において解決済みの印象が強い。しかしな
がら，マーケティングの消費者研究において，その関係を吟味すると，所得
を過去の所得，現在の所得，未来の所得に分けて，それらと消費者の意思決
定プロセスの関係を同時的かつ包括的に取り扱った論文は少ないように思わ
れる。当論文は，その関係を明らかにしようと試みるものである。そしてそ
れは以下のことを考察，記述することになる。
製品にたいする消費者の購買は，購買意欲と購買能力の両方に依存してお
り1),両者の関数である。この両者が同時に揃うことによってのみ購買が実現
される。購買＝f(買おうとする意思，買う能力)。そこにおいて，所得は一般
に所得制約として，買う能力に関係するものとされる。しかし，意思決定に
時間が関係し，そこに情報処理プロセスの存在を認めるならば，そして所得
を過去の所得，現在の所得，未来の所得に分けて考えたときには，そこに少
し異なった認識が生じる。すなわちその場合，現在の所得は，従来どうり所
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得制約として買う能力に関係し，購買に影響を与えるが，過去の所得は買お
うとする意思に関係することによって，購買に影響を与える，そして未来の
所得は，逆に買おうとする意思に影響されると考えられる（図一1 ）。
未来の所得-
↑
購買＝f （買おうとする意思，
↑
過去 の所得"
買う能力）
↑
現在の所得"
図一1 購買と所得の関係
1. 消費者の意思決定プロセス
私たちが，過去の記憶と現在の認知，そして将来にたいする見通しを持つ
とするならば，その行動は過去，現在，未来に関係してくる。換言すれば，
私たちの行動は時間的関連を持っている。個人の行動は，時間的関連から独
立したその場限りのものではなく，現在という時間に立つとするならば，過
去の行動が現在の行動に影響を与え，現在の行動が現在の行動に影響を与
え，未来の行動（未来にたいする期待）が現在の行動に影響を与える6 それ
はどの時点においても同じである。その意味において，私たちの存在が，そ
して行動が，そしてそれに含まれる消費者行動が，時間軸上に存在するとい
える。
消費者の意思決定プロセスは，もともと時間を考慮に入れた動態的モデル
である。「消費者がある製品を知覚してから，あるいは，ある欲求が生じそめ
欲求を満たす製品を探し始めてから，当該製品にたいして良好な態度を形成
し，購買意図を固め，最終的に製品を購買する購買しないという意思決定を
下し，実際にそれを実行に移す」という過程をモデル化したものである。最
近の言葉を借りれば，消費者の情報処理プロセスというように，そこにおい
てはプロセス（過程）の存在が前提とされているのである。衝動購買は，考
えもなしに，情報処理もすることなしに行われるのではないかという反論が
なされるかもしれない。しかし，それは瞬間的に上記のプロセスが心の中で
行なわれる，あるいは前もってそれは行われており，それがたまたま製品を
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見 た瞬間にその製品 が必要 であ ったことを想起するので，突然製 品の知覚 か
ら購買に移行 したように見え るが，実際にはそこに何 らかのプ ロセ スが存在
していると解釈さ れている2)。
したがって， 消費者 自身 の存在 も時間軸上 にあ るし， また消費者 の意思決
定プロセス自体 が時間を内包している。この両者 の意味 において消費者 の行
動 は，時間次元を持つと言え る。
私たちの行動 は過去，現 在， 未来に関係してくる。 そ七 て， それは影響要
因 として所得 という概念を取り上げた場合にも， 事情 は同 じであ る。 現在の
消費者行動 は， 過去 の所得， 現在の所得， 未来の所得に関係 してく る。 この
意味において， 所得 は消費 者行動 にたいして過去，現在， 未来 という時間次
元を持った所得 として影響を与え るのであ る。 したがって， 消費者行動研究
において， 消費者 の意思決定プロ セスを モデル化すると きには， この時間次
元を持った所得の影響方 法を明示的 にモデルに導入 しな ければ ならない。
2. 従来の消費 者行動 モデ ルにおける所得の取り扱い
この節 において，所得と消費者行動 の関係すなわち過去，現 在， 未来 の所
得の消費者行動へ の影響とい う点 に関 して， それらがど の程度 マ ーケティン
グにおけ る消費者 行動研 究に考慮 されているのか調べて みる。 その過程にお
いて，全てのマ ーケティン グ文献を調べることは，筆者 の能力 で は不可能 な
ので，マ ーケティング分野 におけ る主要な消費者行動理論，あ るいはモデル
を中心にそ れを 行う。
まずHoward&Sheth モデルにおける所得 の取 り上げ方を見 て みよう3)。
表－1 に示さ れるように， 過去と現在の欄に所得概念 が含 まれてい る。過去
の欄には「蓄え られた過去の所得（savedpastincome ）」が入 って いる。 こ
れはJ.A.Howard&J.N.Sheth がカッコをつけて資産（asset ）と付け加え
ているように，過去 の所得が累積さ れたものによって消費 者の消費行動を説
明しようとするものであ る。 フロ ー概念ではなく， スト ック概念 により説明
をしようとしている。 また現 在の欄 には「現在所得 （currentincome ）」 が
入 っている。未来の欄に は， 何 も入 っていない。ちなみに，このHoward&Sheth
モデルを ベ ースにした実証研究がJ.U.Farley&L.W.Ring により
行われてい るが，そこでは所得 に関 して, 家計収入（householdincome ）が，
そして収入に関連 して主婦 が働いてい るかあるいは働いてい ないかが， そこ
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において使用されている4)。
次に,Nicosia モデルを見てみる。Nicosia モデルでは，その経済的変数と
して，所得，貯蓄，資産，保険が挙げられている5)。これらの変数にたいして，F.M.Nicosia
は，何ら詳しい説明を与えていないし，また実際にこのモデル
を使用して実証分析を行っでいない。したがって実際の所の意味は解らない
が，現在時点の経済的変数という意味でそれらを使用しているように思われ
る。
さらにAndreasen モデルを見てみる。 このモデルにおいては，意思決定
にたいする制約として，社会経済的地位，年齢，家族構成，居住地などと同
列に所得が置かれているだけである6)。それ以上詳しい説明はなされていな
い。
次に,J.F.Engel.D.T.Kollat&R.D.Blackwell の考え方を見てみる。彼
らによると√やはり所得は，文化，家族，社会階級その他と同列に置かれる
行動にたいする制約である。ただそこにおいて，所得の突然の変化(suddenchangeinincome)
が，行動を妨げることがあると記述されているように7)，
若干過去から現在への所得のつながりを意識しているといえる。1986
年版でJ.F.Engel,D.T.Kollat ＆R.D.Blackwell の3 人のうちの1
人が入れ代わりT.F.Eneel,R.D.Blackwell&P.W.Miniard となり，第5
版“ConsumerBehavior" を出七ており，内容が大分変更されている。その
中で所得の取り扱いも以前と異なっている。すなわち，状況的影響要因とし
て，給料の増加(asalaryincrease), 税の払い戻し(taxrefund), 現金の
贈物(cashgift), 借金の返済終了(theretirementofdebt) をあげている。
そして「さらに加えてインフレーション時における財政予測(financialex-pectations)
が，耐久消費財の購入に先立つ期においては重要であると述べ
ている8)。したがって，詳細な分析はほとんど為されていないが，過去から現
在への所得変化の可能性，未来にたいする見通しが含まれている。
さらに,J.R.Bettman の情報処理アプローチによるモデルを見てみよう。
この情報処理アプローチは，最近消費者行動研究の重要な方法となってい
る。しかし，このモデルにおいては，選択プロセスに影響を与えるいくつか
の要因のひとっとして，「状況的要因(situationalfactors) 」という語をあげ
ているが，その内容に関しては何ら言及されていない9)。
このように見てくると，マーケティングにおける消費者行動研究におい
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表－1 各消費者行動モデルにおける所得の取り扱い
モデル名 時 過 去 現 在 未 来
Howard&Sheth
モデル1969
蓄えられた過去 の
所得（資産）savedpastincome
（asset)
現在所得currentincome
Nicosia モデル1966 所得income
貯蓄saving
資産assets
保険insurance
Andreasen
モデル1965
所得income
Engel,Kollat&
Blackwell
モデル1968
所得の突然の変化asuddenchangeinincome
Engel,Blackweli
&Milliard
モデル1986
給料の増加asalaryincrease
財政予測financialexpectations
Bettman モデル1979 状況的要因situationalfactors
て，所得という概念が意外と体系的には，取り入れられていないことが判る。
それでは，この所得という概念をどのように消費者行動のモデルに導入すれ
ばよいのか。
3. 過去の所得
「はじめに」の所で述べた過去の所得が買おうとする意思に関係すること
によって購買に影響を与えるというのは，心理学の学習理論により説明でき
る10)。すなわち，過去の所得はその時点の購買を導き，そしてその購買（消
費）経験は記憶痕跡として残り，保持される，そして保持されている間に忘
却等の知識状態の変化が生じるが，次回の購買時においてそれが検索され，
使用される（図一2 参照）。すなわちその場合, 過去の所得の数字（所得金額）
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が，現在の買おうとする意思に直接影響するのではなく，その所得の支出が
購買（消費卜 経験を可能ならしめ，そして次にその購買経験が，次回の購買
における買おうとする意思に影響を与えるという2 つのステップを経過する
のである。そこにおいては，過去の所得の数字（所得金額）が直接現在の買
う能力に影響を与えるというよりも，その過去の所得により達成できた購買
（消費） 経験を通して， 現在の購買行動に影響を与刄ると解釈されるめであ
る。したがって，それは買おうとする意思を通じて，購買にたいして制約的
に働くこともあるし，促進的に働くこともある。
購買（消費）経験to
新しい知識状態↓
変化した記憶状態
購買（消費）経験ジ
新しい知識状態↓
変化した記憶状態
購買（消費）経験t 。
新 しいご
痕跡の保持 痕跡の検索 ↑ 痕跡の保持 痕跡の検索 ↑ 痕跡
痕跡の形成
痕跡の使用
痕跡の形成
痕跡の使用
痕跡の形成
図一2 購買（消費）経験 の学習
それでは，過去のどの購買( 消費) 経験が，保持され再生され，現在の消
費者行動に大きな影響を与えうるのか。単純に考えるならば，過去の全ての
所得情報が現在の消費者行動に影響を与えることが考えられる。これは，過
去から現在までの全ての所得経験が消費者に記憶され，そして再生されうる
ことを意味している。しかし，心理学の認知理論によると，過去の経験すべ
てがうまく符号化あるいは構造化されれば，私たちの記憶として保存され，
そして確実に再生され得るのであるが，全ての情報がそのように処理される
わけではないといわれる‰
過去の所得( 過去の消費経験) のうちどれが，現在の購買に最も大きな影
響を与えるのかということに関して12) 経済学者はその消費関数論争におい
て次のような仮説を提示している13)。 現在の消費水準は前期の所得に依存す
るというもの14)，現在の消費水準は過去の最高所得に依存するというもの(
習慣仮説)5) 現在の消費水準は過去から現在までのある安定した所得によ
り決まってくる( 恒常所得仮説)e) ，というものである。
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心理学の学 習理論 によると， どの学派にお いて も「記憶 の再生率 は時間 と
と もに減少 する」ということは認められている17)。どのよ うな場合において，
記憶 の保持 そして再生が維持 されるかということ に関して は，経験主義者 は
「経験の鮮明 さやその頻度や持続，そして保持 テストまで の新近性（時間の近
さ）」 などによって連合の程度が直接 に変化す るという。 一方， 認知心理学
者，ゲシュタルト心理学者，情報処理論者 らは，「刺 激あ るいは情報がうまく
構造化されるか符号化される」 ことにより記憶 された情 報 の検索，再生が う
まく行われるとい う18）。
したが って，上 述の成果を応用すると，所得 経験 の古い ものは現在の消費
への影響力 は弱 く，近い ものほど大きいと言え そ うであ る。 経済学者 の言 う
ところの前期 の所得 がそれにあたる。 また，経験 の鮮明さとい う点 からは，
過去 の最高所得 が大 きく影響を与え そうであ る19）。 そして， 経験 の頻度や持
続，情報 の構造化 という点 からは，恒常所得 の仮説 がもっと もらしく思われ
る。 しか しなが ら，一般論としてどの所得経験が， 現在 の消費 に最 も大きな
影響を与える のかということは，断定 できない。 そ れは，こ れから購入しよ
うとする製品 の特性，購入しよ うとしている個人 の性格あ るい は記憶力， そ
してその製品特性 と個人特性 の相乗作用の結果 に依存す る。 こ の関 係の解明
は今後の大 きな研究課題 であ る。
しかし，い ずれにしても過去の所得は購買 （消費）経験を通 じて，現在の
消費者行動に影響を与え ると言え そうであ る。
ここまで過去 の所得額と現在 の購買 （消費）行動 の関係を， 考察してきた
が， 過去の所得変化 と購買 （消費）行動 の関係 も考察し なけ ればならない。
前述 したEnerel,Kollat&Blackwell のモデルで は，「所得 の突然 の変化」，Engel,Blackwell&Miniard
のモデルでは，「給料 の増 加」 という形 で導入
さ れている。G.Katona は， 所得変化に関 して 「以前 より高い所得を得た家
族 は，その所得の中でより多 くの部分を貯蓄 にまわす（所得増加 ほど消費が
伸 びない），そ れにたいして，所得 の減少を こうむ った家族 は貯蓄率 の低下を
示 す（所得 減少ほど消費が減少 しない）」という仮説を提 示している2‰
このように過去 の所得変化 と現在の購買 行動の間に関係があ るということ
は，一般 に認 められるところである。 しかしここで気 を付けておかなけ れば
ならない こと は，こ の過去 の所得変化 は， 購買 経験を通 じて「買 おうとする
意思」に影響を与え るので はなく，直接「買お うとする意思」 に関係すると
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考えられる。というのは，所得変化において，その変化する前と変化した後
め所得はその数字そのものが所得として使用され，実際の消費（購買）経験
に結び付き，それが次回の「買おうとする意思」に反映される。しかし，変
化した事実あるいはそのプロセスそのものは，知識として経験することはで
きるが，それ自体は購買経験をもたらすことはできない。変化したという事
実を知りうるだけである。したがって，その事実は購買経験を経由しない知
識として「買おうとする意思」に影響を与えると考えられる（図一3 参照）。
購買＝f（買おうとする意思， 買う能力）
＜購買（消t 経験＞
｜
↑
過去の所得 過去の所得変化
図一3 過去の所得と購買の関係
この節を終わるに際して，次 の留意点を指摘しておきたい。マーケティン
グにおける消費者行動を考えるとき，所得あるいは所得経験の切り方に若干
の工夫が必要と考えられる。上述の経済学の理論では，所得は普通1 年間の
フローあるいはそれ以上を合計したもの竹表現される。そして，消費水準も
それに対応した時間範囲で測定される（普通は1 年間）。したがって，それは
過去の所得というとき，過去1 年間あるいは何年開かの消費経験を一括し
て，ひとつの消費経験とみなすことになる。
現在の消費水準は前期の所得に依存するという場合，前期1 年間の消費経
験が一括されて前期の所得という形で表現される。現在の消費水準は過去の
最高所得に依存するという場合，過去において最高時の所得によるi 年間の
消費経験が，一括されて過去の最高所得という形で表現されている。そして
現在の消費水準は過去から現在までのある安定した所得により決まってくる
という場合，記憶が保持され再生される範囲内で，何年，何10 年の範囲で過
去の所得経験が一括されて，恒常所得という形で表現されている。
一方，マーケティング研究においては，消費者行動を考えるとき，その行
動は個人の欲求を満たすいくつかの製品群の中から特定の製品クラスを選択
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すること，あるいは特定 のブランドを選択することに多 く関係 する。 ある意
味で時間範囲の小 さな行動を取り扱 う。 そこでこれらの購買行動を説 明しよ
うとする時，過去 の所得 の時間範 囲をそれなり に小 さくすること が考え られ
る。 現時点 の購買 にたいして， そ れよりひとつ前の消費 （購買 ）経験を所得
で表現したものか ら，連続的 にそれより以 前の過去 へ遡り，適宜 に消費 （購
買）経験を区切 る形 で所得範 囲を区 切 ることが可能で弗る。図一2 にお いて，
購買経験t。を1 つ含 むのか,2 ～3 含 むのか，それ以上4 ～9 個含 むのか，
数10 個含むのか。 それは1 時間,1 日,1 週間.1 ヵ月,4 半 期,1 年，数
年, 数10 年 の範囲のどの程度 で所得を考え るのか ということであ る。すなわ
ち，所得を時間的 な区切り方 にお いて，小 さな時間範囲か ら大 きな時 間範 囲
まで連続的に考え るとい うことであ る。
消費者の何 の購買 行動 を説明しよ うとするのか，換言す れば何を消費者 が
購買 するのかにより，過去 の所得の範 囲が決定 されなければならない。消費
者が インスタント・ ラーメ ンを買 うということにたいして，過去 の数年間 の
所得を持ち出して も意味が ないし，自動車の購入にたいして,1 ヵ月 （前）
だけの所得を持 って きて も説得力 がない。
前期の所得， 恒常 所得，過 去 の最高所得を1 年，数年 の単 位で考え ると同
時 に， それらを！週 間,1 ヵ 月，4 半期， のようなそれより小 さな時間単 位
で考慮すること も有 効か もし れない。 ここ数週間 の恒常所得，最高所得，少
し前の所得というように読 み代え ることである。
抽象的 に述 べるならば，購買行動 という従属変数 に対応 して， 所得という
独立変数の範囲 （単位）を設定 する必要があ る。
4. 現在の所得
現在の所得と意思決定プロセスの関係を考察すると，次の2 つの点を特に
指摘できる。1. 現在の所得によってもたらせられる所得制約はそれ程固定
的でない。2. 意思決定プロセスの経過段階によって，その所得制約の内容
が違ってくる。
現在の所得は，買う能力に直接関係している。それは経済学の所得制約と
して，一般に認められるところである。しかし，所得が所得制約として機能
するとき，すなわち現在の消費者が何かを購買しようとするとき，従来経済
学で示される程その所得制約は固定的でないと考えられる。その理由は2 つ
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考えられる。①努力による所得増加機会の増大。②ストックの利用。①に関
しては，家計にとって所得は与えられたものではなく，高い消費目的の達成
をめざすなら，努力によって所得を増加せしめることが可能となるというこ
とを意味している21)。
家計において，妻や子供が働きにでることによって，あるいは家計の主た
る者が労働時間を増やしたり，他の収入源を得ることによりそれが可能にな
る。現在これらのことを可能にする条件が増えている22)。したがって, 何かを
購入しようとする意図が非常に強ければ，収入を増やすことが行われうる。
②に関しては,J.Tobin により提出されている仮説に関係する23)。すなわ
ち，個人の購買行動において，手持ち現金を含めて，その他の金融資産( 銀
行預金，債券，株式証券など) の放出により，消費支出が行われる可能性を
それは指摘している24)。 その仮説を認めるならば，現時点における所得制約
を考えるとき，純粋なフロー概念による所得以外の，現時点で所得に変換可
能なものをも考慮しなければならない。極論するならば，実物資産である土
地，建物のような不動産，あるいは自動車のような耐久消費財も，換金の速
度は遅いが換金可能である。その場合，それらは十分所得の代わりを務める
ことが出来る。 十
大きな買物，すなわち土地，建物，自動車のようなものを買うとき，個人
は手元にある現金所得だけを考えるのではなく，それらの実物資産を換金し
資金を作ることを普通行う。このような場合，所得制約は所得フローの範囲
に限られず，ストックの部分まで含めなければならない。それにたいして，
個人の所得フローの範囲内に入るような通常の買物の場合は，当然可処分所
得といわれる所得が制約として考えられる。購入しようとする対象物に応じ
て，個人の所得制約の内容も変化対応すると考えられる。そしてそれは，消
費者が買おうとする意思の程度により，自身のストックをどこまで持ち出す
のか，あるいは換金するのかにより，所得の制約程度が大きく異なってくる。
したがって，上述のことをまとめると，図一4 に示されるように，買おう
とする意思の強さにより現在の所得は影響され，そしてその影響された所得
が買う能力に関係する。
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購買 ―f（買 お う とす る意思，
二
買 う能力 ）
↑
現在 の所 得-
図一4 現在の所得と購買の関係
次に最終的に購入するかしないかの意思決定時点からの時間的間隔に応じ
ても，消費者の所得制約の内容が違ってくることが考えられる25）。すなわち，
いまだ意思決定するまでに時間的余裕がある時点では，まだ本当に購入する
かどうかも定まっていないし，たとえ購入する方向にあったとしても，自身
の身にさし迫っていないことから，自身の状況を遠ぐから客観的に見てい
る。その状態においては，抽象的にある幅を持って所得制約を考えている。
「年間所得がこの位だから，月々の給料がこれ位だから購入に無理はないだ
ろう」というぐらいに。しかし，意思決定が行われる時点が近づくにつれて，
徐々に緊急性，具体性が生じてくる。そうすると，所得制約に関しても具体
的な金額レベルで考慮しなければならなくなる。 自分の給料が347,500 円だ
から，その商品の購買は身分相応かな。「次の給料日まで，あといくら銀行に
預金残高があるから，購入しても平気かな」というように考えるかもしれな
い。残金と給料日までの生活を比較対照するという緊迫感が生じる。そして，
最終的に購入するかどうかを決定する瞬間においては，対象物の価格と自身
の現在の所有金額が具体的に比較される。極論すると，いまポケットにいく
1. 実物資産2.
金融資産3.
可処分所得a.
年間所得b.
月々の給料c.
給料日までの（預金）残高d.
ポケットの中のお金
↑
意思決定時点
図一5 現在の所得と意思決定時点の関係
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らいくら入っているから，買おうあるいは買うのをやめようと意思決定す
る。意思決定時点からの時間的距離によって，消費者の考慮する所得内容が
変化してくる。以上のことが類推できる。
5. 未来の所得
実物資産あるいは金融資産が，過去の所得の蓄えであり，その資産の換金
化か過去の資産の現在化という意味を持つとするならば，将来の資産あるい
は所得の現在化という意味において，クレジット（消費者信用）の存在を考
慮しなければならない。
それは，今は手元にはないお金を，未来から借りてきて現在の購買に充て，
そしてその支払いを未来に委ねるのである。それは，未来の所得により現在
の所得制約を緩めることである。しかし，それは過去の蓄えに限りがあるよ
うに，未来の蓄えにも限りがあり，個人の借金の能力，あるいは返済能力に
依存する。いくらぐらいの金額が借りられるか，その場合の利率は何％か，
そしてどのくらいずつ返済し，いつ完了するか，ということを考える。した
がって，個人の判断（お金を借りる側）と他人の判断（お金を貸す側）によ
り可能な範囲で所得制約を緩めるということになる。しかし，いずれにして
も未来の所得と言いながら，現在の所得制約，すなわち「買う能力」に直接
影響を与えるのである。
次に，現実の所得としてではなく，未来にたいする個人の見通しが現在の
「買おうとする意思」に影響を与えるという研究がある。未来の所得と現在の
消費に関して，最も有名な研究がG.Katona のものである。彼は，「現時点に
おける消費水準は，消費者の現時点における次期の期待所得に依存する」と
いう仮説を提出し，実際その関係を実証研究において確認している26）。 そこ
において，より高い所得を期待するものは，低い期待を示すものよりも，よ
り頻繁にそしてより多くの耐久消費財の購買と関係していると述べている。
この場合，次期の期待所得は，買おうとする意思に影響を与えることに
よって，個人の購買を導くと仮定されているのである6 したがって，期待所
得によって表現された未来の所得は，現在の「買おうとする意思」に影響さ
れるというよりも，それにたいして影響を与えると言えるのである。しかし，
現時点における次期の期待所得と言っても，一般的な消費者は厳密な数字で
それを，普通は予測できない。したがって，次期の消費者の期待所得を測定
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するに際して,G.Katona は， それを大体3 つ の レベルに分 け ることによっ
て行 っている27）。すなわち，次期に期待さ れる所得 は，現在 より，「より高い，
大体同じ， より低い」の3 レベルであ る。 よ って， それは未来 の所得額その
ものではなく， 未来 にたいする所得変化 を意味 す ることにな る。
したがって，上述 のことをまとめると，図一6 に示さ れるように，一方 で
は， クレジットに関わ る未来の所得 は，買お うとす る意思 に影響 され， そし
てその影響 された未来の所得が買 う能力 に関 係し， もう一方 で は，期待所得
に関 わる未来 の所得変化 は，それとは異なって買 おうとする意思 に影響を与
え る。
未来の所得変化(
期待所得)
↓
購買ごf（買おうとする意思 買 う能 力）
図一6 未来の所得と購買の関係6.
意思決定プロセスにたいする所得の影響
ここで，いままで論述してきた過去の所得，現在の所得，未来の所得と購
買との関係を包括的に図式化すると，図7 のようにまとめられる。すなわ
ちその場合，現在の所得は，従来どうり所得制約として買う能力に関係し，
購買に影響を与えるが，そしてそれは同時に買おうとする意思に影響されな
がら購買に影響を与える。過去の所得は購買（消費）経験を通じて，買おう
とする意思に関係し，そして過去の所得変化は直接買おうとする意思に関係
することによって，購買に影響を与える。そして未来の所得は，逆に買おう
とする意思に影響され購買能力に関わる，そして未来の所得変化は，買おう
未来の所得変化(期待所得)
↓
購買=i （買おうとする
↑
＜購買（消費
↑
）経験＞
過 去 の 所 得-
サ 尹 二I:
思， 買 う能力）
↑
現 在 の 所 得-
図一7 過去，現在，未来の所得と購買の関係
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とする意思に関係することによって，購買に影響を与える。
最後に，消費者の意思決定プロセスを，態度・購買意図の形成そして購
買・非購買の意思決定へと流れるプロセスで表現した場合，所得とこの意思
決定プロセスの関係は以上の考察から，図一8 のようにまとめられる。
ほ1- 只 碧F 田 ■y紅を プa- タ フ に か い 堂 ヌ、石f・ 迂 の 昌 鎚 顔
二-lW^l ｀^/l’ハノχ／ゝ - ／ － － ’｀ 1 －f 乙 ｀ ノa' タノ｜｜'J べJ-^fS3
簡単に図の説明を行うと，以下のようになる。まず，過去の所得は，消費
者の意思決定プロセスにおける態度・購買意図にたいして購買経験を通して・
影響を与える。とくに他の所得に比較して，それは欲求の出現と態度の形成
に大きく影響を与えると考えられる。過去の所得変化は，態度・購買意図に
たいして，知識として直接影響を与える。
次に，現在の所得は，購買意図と実際の購買・非購買の意思決定の間に介
在的な所得制約として入ってくる。それと同時に，購買意図に影響され所得
制約の枠を拡大するかもしれない。
そして，未来の所得は，購入意図が固まった後に購買を支える為の手段と
して態度・購買意図と購買の間に介在すると考える。一方，未来の所得変化
は，その見通しが態度・購買意図に影響を与えると考えられる。
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おわりに
私たちの行動は過去，現在，未来に関係してくる。そして，それは影響要
因として所得という概念を取り上げた場合にも，事情は同じである。現在の
消費者行動は丿過去の所得，現在の所得，未来の所得に関係してくる。この
意味において，所得は消費者行動にたいして過去，現在，未来という時間次
元を持った所得として影響を与えるのである。したがって，消費者行動研究
において，消費者の意思決定プロセスをモデル化するときには，この時間次
元を持った所得の影響方法を明示的にモデルに導入しなければならない。
マーケティングにおける消費者行動研究において，所得という概念が体系
的には，取り入れられていないことが判った。
過去の所得と意思決定プロセスとの関係においては，過去の所得の数字
（所得金額）が直接現在の買う能力に影響を与えるというよりも，その過去の
所得により達成できた購買（消費）経験を通して，現在の購買行動に影響を
与える。しかし，過去の所得変化は，購買経験を通じて「買おうとする意思」
に影響を与えるのではなく，直接「買おうとする意思」に関係すると考えら
れた。
現在の所得と意思決定プロセスの関係にたいして，次の2 つの点を特に指
摘した。1. 現在の所得によってもたらせられる所得制約はそれ程固定的で
ない。2. 意思決定プロセスの経過段階によって， その所得制約の内容が
違ってくる。
未来の所得と意思決定プロセスの関係にたいしては，実物資産あるいは金
融資産が，過去の所得の蓄えであり，その資産の換金化か過去の資産の現在
化という意味を持つとするならば，将来の資産あるいは所得の現在化という
意味において，クレジット（消費者信用）の存在を考慮しなければならない
ということを指摘した。そこにおいて，それは未来の所得と言いながら，現
在の所得制約，すなわち「買う能力」に直接影響を与えるのである。また，
現実の所得としてではなく，未来にたいする個人の見通しが現在の『買おう
とする意思』に影響を与えるということも指摘した。
過去の所得，現在の所得，未来の所得と購買との関係を包括的にまとめる
と，以下のようになる。現在の所得は，従来どうり所得制約として買う能力
に関係し，購買に影響を与えるが，そしてそれは同時に買おうとする意思に
? ?
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影響されながら購買に影響を与える。過去の所得は購買（消費）経験を通じ
て，買おうとする意思に関係し，そして過去の所得変化は直接買おうとする
意思に関係することによって，購買に影響を与える。そして未来の所得は，
逆に買おうとする意思に影響され購買能力に関わる，そして未来の所得変化
は，買おうとする意思に関係することによって，購買に影響を与える。
最後に意思決定プロセスと所得の関係を以下のようにまとめた。
過去の所得は，消費者の意思決定プロセスにおける態度・購買意図にたいし
て購買経験を通して影響を与える。とくに他の所得に比較して，それは欲求
の出現と態度の形成に大きく影響を与えると考えられる。過去の所得変化
は，態度・購買意図にたいして，知識として直接影響を与える。
次に，現在の所得は，購買意図と実際の購買・非購買の意思決定の間に介
在的な所得制約として入ってくる。それと同時に，購買意図に影響され所得
制約の枠を拡大するかもしれない。
そして，未来の所得は，購買意図が固まった後に購買を支える為の手段と
して態度・購買意図と購買の間に介在すると考える。一方，未来の所得変化
は，その見通しが態度・購買意図に影響を与えると考えられる。
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